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本 編 

 I. 実証対象技術 

1. 実証対象技術の概要 

本実証試験要領の対象とするヒートアイランド対策技術は、オフィス、住宅等から

発生する人工排熱低減技術であり、そのうち「IT 機器等グリーン化技術」とする。IT
機器等グリーン化技術とは、オフィス・住宅等で使用される主要な IT 機器等に対して

適用され、当該機器の消費電力量・発熱量を低減する、もしくは当該機器の冷却を効

率化し、その結果としてオフィス内の消費電力量及び排熱量を抑制する技術とする。 
本実証事業で定義する IT 機器等とは、オフィスにおいて業務処理に利用される主要

IT 機器のほか、この IT 機器自体を適切な稼動環境に維持する周辺設備を含む。表 1
に、本実証事業で検討対象とする IT 機器等及びそれに適用される実証対象技術の例を

示す。本実証試験要領では、IT 機器等を、実証試験方法及び実証試験規模の観点から

(A)～(C)の 3 つのカテゴリーに分類する。また、表中に示す製品単位、部品単位の定義

は以下の通りである。 
 製品単位： 主に IT 機器ベンダーが一般ユーザーに対して販売する製品の単位。こ

の単位の機器を製品単位機器と呼ぶ。 
 部品単位： 製品単位を構成する部品の単位のこと。この単位の機器を部品単位機器

と呼ぶ。 
「技術」は本来的には無形物の表現であるが、実証は 1 つの機器を対象として行う

必要があり、本実証試験要領では便宜上、実証対象技術を製品単位もしくは部品単位

の機器そのものとする。なお、ソフトウェアも製品として実証対象技術となり得る。 
本実証事業では、性能評価の考え方がある程度関連業界内で確立された分野を実証

対象として検討を進めていくこととする。これを踏まえ、本年度は、カテゴリー(A)の
「サーバ」を実証対象とする。その他の分野に関しては、次年度以降に、前述の条件

が満たされ次第、順次対象として検討する。 
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表 1 検討対象とする IT 機器等と実証対象技術の例 

【カテゴリー(A)】主要 IT 機器 

製品単位 部品単位 想定される実証対象技術（例） 

サーバ 

 高効率排熱設計、構成部品の削減 
メモリー 従来製品の省電力化、新型メモリー(DDR3 等)
プロセッサ マルチコア化、新素材の絶縁体 
記憶装置 従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 
冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 

サーバ、ブレードサーバ複数台 仮想化機構・ソフト、仮想化環境管理ソフト

ストレージ 

 高効率排熱設計、構成部品の削減 
コントローラー 1 チップ化技術 

記憶装置 MAID 技術、シン・プロビジョニング(仮想化)
従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 

冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 

クライアント PC

 高効率排熱設計、構成部品の削減、PC のスリ

ープモード移行タイミングの管理技術 
記憶装置 従来製品の省電力化、新技術(SSD 等) 
冷却装置 ファン・CPU クーラーの低消費電力化 
電源装置 AC/DC 変換の高効率化技術 
ディスプレイ ディスプレイの省電力化技術 

ネットワーク機

器 
(L2、L3、L7 ス

イッチ) 

 タグつき VLAN 技術 
IC ASIC 
プロセッサ マルチコア化、新素材の絶縁体 
信号出力装置 信号出力の制御技術 
ポート 非使用ポートの出力削減技術 

ネットワーク機器複数台 仮想化機構、仮想化ソフトウェア 
 

【カテゴリー(B)】IT 機器の稼動を維持する周辺設備  

製品単位 部品単位 想定される実証対象技術（例） 

データセンター、

サーバルーム 

 モジュール化技術 
高効率空調レイアウトの設計技術 

サーバ サーバの直流電源化、高電圧化 
ラック 高効率冷却ラック技術 
空調機器 温度測定・空調制御、高効率(制御)空調機 

 
【カテゴリー(C)】 システム全体 

製品単位 想定される実証対象技術（例） 

シンクライアン

トシステム 

シンクライアントを実現するサーバ 
シンクライアントを実現するソフトウェア 
シンクライアント環境の管理ソフトウェア 
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2. 実証対象技術に関する用語の定義 

実証対象技術に関する主な用語の定義は日本工業規格（以下 JIS）に準ずるものとす

る。特に関連の深い JIS としては以下が挙げられる： 
JIS X 0001 「情報処理用語（基本用語）」 
JIS X 0009 「情報処理用語（データ通信）」 
本実証要領における製品単位機器の用語定義を表 2 に示す。申請技術の実証対象と

しての適合性を実証機関が審査1する際は、原則的に、以下の定義を参考にするとする。 

表 2 製品単位機器の定義 

用語 定義2 

サーバ 
下記のストレージ、クライアント PC、ネットワーク機器以外のディ

ジタル計算機のことであり、原則的にハードウェアとして「サーバ」

の名称で販売されるもの。 

ストレージ 
データの格納を目的として記憶機構を組み込んだディジタル計算機の

ことであり、原則的にハードウェアとして「ストレージ」の名称で販

売されているもの。 

クライアント PC 
パーソナル計算機、ポータブルコンピュータ、ラップトップコンピュ

ータのこと。 

ネットワーク機器 
ネットワークを通じたデータ通信に用いるディジタル計算機のことで

あり、原則的にハードウェアとして「L2、L3、L7 スイッチ」の名称

で販売されるもの。 

データセンター 
ディジタル計算機の稼動・運用を目的とした建築物内に構築されたデ

ィジタル計算機の集合及びその維持運用に係る設備全体を指す。 

サーバルーム 
ディジタル計算機の稼動・運用を目的とした部屋内に構築されたディ

ジタル計算機の集合及びその維持運用に係る設備全体を指す。 

シンクライアント
システム 

アプリケーションをパーソナル計算機でなくサーバで稼動するシステ

ム構成で、原則的に「シンクライアント」の名称で提供されるソリュ

ーションサービスで構築されたシステム全体のこと。 

 

  

                                                  
1 「Ⅴ 2. 対象技術審査」参照。 
2 表中「定義」項目の単語は JIS X 0001 「情報処理用語（基本用語）」と同様の定義とする。 
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 II. 実証試験の概要 

1. 実証試験に関する用語の定義 

本実証試験に関する用語について、表 3 のように定める。 

表 3 本実証試験に関する用語の定義 

用語 定義 

実証対象技術 

本実証事業で実証の対象とする技術で、製品単位機器、部品単位機器

の中に適用される技術である（本実証試験要領では、「IT 機器等グリ

ーン化技術」を指す）。「技術」は本来的には無形の表現であるが、実

証は 1 つの機器を対象として行う必要があり、本実証要領では便宜上、

実証対象技術を製品単位もしくは部品単位の機器そのものとする。な

お、ソフトウェアも製品として実証対象技術となり得る。 

実証対象製品 
実証試験で実際に使用する実証対象技術を指す。（具体的には「○○社

の○○サーバ」など） 

製品単位 
主に IT 機器ベンダーが一般ユーザーに対して販売する製品の単位の

こと。実証対象技術がこの中に適用される。製品単位の機器そのもの

は、製品単位機器と呼ぶ。 

部品単位 
製品単位を構成する部品の単位。実証対象技術がこの中に適用される。

部品単位の機器そのものは、部品単位機器と呼ぶ。 

実証項目 
実証対象技術を評価する項目を指す（具体的には「電力効率」、「冷却

効率」など）。 

実証申請者 
技術実証を受けることを希望する者を指す。申請した技術が実証対象

として選定された後、実証申請者を環境技術開発者と呼ぶ。本年度の

実証申請者は、1 つ以上の測定ツールを申請することを必須とする。

環境技術開発者 
実証対象技術の保有者を指す。申請した技術が実証対象として選定さ

れる前までは、実証申請者と呼ぶ。 
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2. 本実証試験の実証内容 

本実証試験では、以下に示す 2 つの機器性能を実証することを主目的とする。 
 ヒートアイランドの抑制に対する性能 
 CO2 の削減に対する性能 

これらの性能は、それぞれ表 4 に示す物理指標によって評価することで実証する。

各指標と、上記の 2 つの性能との関係を図 1 に示す。ヒートアイランド抑制に対する

性能を評価するには、発熱量・排熱量も測定するべきだが、困難であるため「電力消

費量＝発熱量」の仮定のうえで電力消費量によって代替する。 

表 4 実証に用いる物理指標 

分類 物理指標 
IT 機器そのもの 
（=【カテゴリー(A)、(C)】） 

電力効率 
発熱量（電力消費量で代替する） 

データセンター、サーバルーム 
（=【カテゴリー(B)】） 

電力効率 
冷却効率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 実証対象の性能と評価指標との関係 

電力効率、冷却効率の概念を以下の 2 式に示す。「処理負荷」とは、機器の処理する

計算内容や通信内容であり、機器の種類によって概念・単位が異なる。「冷却すべき IT
機器の発熱量」は、実際の測定が困難であるため「電力消費量＝発熱量」の仮定のう

えで電力消費量によって代替する。 

 電力効率 = 処理負荷  電力消費量 
 

 冷却効率 = 冷却すべき IT 機器の発熱量  冷却に要する電力消費量 

IT 機器部品の 
電力効率の向上・ 
電力消費量の削減 

IT 機器の 
電力効率の向上・ 
電力消費量の削減 

データセンター 

サーバルーム 

の電力効率、 

冷却効率の向上 

発
熱
削
減 

排
熱
抑
制 

 

電力消費量の削減 

CO2 排出量の削減 

ヒート 

アイランド 

の抑制 

オフィス
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3. 実証試験の枠組み 

本年度における実証試験の枠組みを以下に示す。 
 

（1） 試験条件 
実証試験は、全実証対象技術に対して共通の条件で実施する共通試験と、環境技術

開発者が自由に指定可能な測定ツールに基づいた試験条件で実施するアドバンスド試

験の 2 通りが設けられている。 
共通試験の目的は、実証対象製品の多様な用途に関係なく一律の条件のもとで実証

することで、ユーザーに対して俯瞰的な性能情報を提供することにある。そのため、

後述のように、共通試験は用途や負荷の内容に依存せず性能実証ができる試験方法を

採用している。なお、共通試験は、すべての実証対象技術に対して実施する必要があ

る。 
アドバンスド試験の目的は、実証対象製品の持つ特徴・長所を適切に評価すること

で、ユーザーに対し、共通試験と比較してより実使用状況に近い、負荷率や用途を考

慮した性能情報を提供することである。そのため、後述のように、アドバンスド試験

は、実際に何らかの負荷を実証対象技術に与え、負荷率別の性能を実証する試験方法

を採用している。 
なお、アドバンスド試験は、実証試験を申請する企業において、1 つ以上の実証対象

製品に対して実施する必要がある3。 
また、アドバンスド試験の実施者には、アドバンスド試験専用の ETV ロゴマークの

発行を検討している。当該ロゴマークは、通常のロゴマークと比較して実証対象製品

の性能の高さを表現するものではなく、実証対象製品に実際に負荷を与え、処理内容

に応じたより厳密な試験が行われたことを表現するものである。 
各申請者における試験の構成を図 2 に示す。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 各申請者における試験の構成 

                                                  
3 申請する測定ツールの数は 1 つでよく、申請した全ての実証対象製品に関してアドバンスド試験による

測定を義務付けるわけではない。 

サーバ A 

サーバ B 

サーバ C 

申請者 A 
共通試験 ＋ 

アドバンスド試験 

実証試験 

共通試験のみ 

共通試験のみ 

アドバンスド試験専用の ETV

ロゴマーク取得（検討中） 

ETV ロゴマーク取得 

ETV ロゴマーク取得 

全実証対象製品のうち最低 1 製品は

アドバンスド試験を行う。 
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（2） 共通試験 
① 共通試験の概要 

本年度のサーバの実証試験では、共通試験の試験条件は、エネルギーの使用の合理

化に関する法律に基づく経済産業省告示第 50 号（平成 18 年 3 月 29 日）の「３ エネ

ルギー消費効率の測定方法」による。 
② 既存データの活用に関する特例措置 

過去に上記告示に従い、本実証試験要領内で規定するものと同等の試験条件に従っ

て試験を行い、試験結果データを有する場合は、その試験結果を用いて実証項目を算

出することができる。ただし、本実証試験要領内で規定する実証項目4の算出方法に従

って実証項目が算出可能である場合、且つ本要領内で規定する各提出書類の記載内容

を満たすことが可能である場合に限る。 
 

（3） アドバンスド試験 
① アドバンスド試験の概要 

本年度の実証試験では、アドバンスド試験は、環境技術開発者が自由に指定可能な

測定ツールに基づいた試験条件で行うことができる。実証申請者は、実証対象技術の

申請時に使用する測定ツールを提示し、実証試験計画において当該測定ツールを用い

た試験方法を示す必要がある。 
② 測定ツール 

アドバンスド試験による機器性能の評価は、原則として既存の機器性能評価ツール

を使用して行う。本実証試験要領では、表 5 に示す 3 要素を含む性能評価ツールを「測

定ツール」と定義する5。実証対象技術と同時に申請される測定ツールは、技術実証委

員会、実証機関によって審査、承認6される。なお、実証試験方法は、原則的に測定ツ

ールの試験方法に準拠する。 

表 5 測定ツールの含むべき条件 

要素 内容 

試験方法 
機器性能を適切に評価するための測定手順、使用機器、

条件の規定等。 

機器に与える負荷 
機器を実使用条件に近い環境で稼動させるためのプロ

グラム等。 

性能を表す指標 
測定した機器性能を評価するための物理量、指標等。 
※この指標は、本要領で定められた算出方法に従って実

証項目が算出可能である必要がある。 

                                                  
4 「Ⅶ 実証試験の実施」参照。 
5 測定ツールは、表 5 の 3 要素を複数の既存の性能評価ツールで組み合わせ可能。 
6 承認の基準は「Ⅳ 測定ツール」に示す。 
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4. 実証試験の流れ 

本年度の実証事業における実証試験の流れと関連組織の役割を図 3 に示す。 
なお、実証機関は、実証試験の客観性を担保するための監査機能を損なわない範囲

内において、必要に応じて実証試験の一部を外部機関に委託させることができる。 
 

 

図 3 実証試験の流れと関連組織の関係7 

                                                  
7 技術実証委員会による実証試験結果報告書の監査・承認は 2～3 月上旬に行われる予定であり、それまで

に試験が完了し、実証試験結果報告書が準備されている必要がある。なお、検討会における実証試験結果

報告書の承認、環境省への提出は 3 月中に行われる予定である。来年度以降に、実証試験の実施から実証

試験結果報告書のデータベースでの公表・ロゴマークの発行までの期間を短縮する検討を進める予定であ

る。 

（他製品・技術における測定ツールの開発が進めば、新たに測定ツールを募集）

(4)実証試験の実施 

(3)実証試験計画の策定 
（共通試験、アドバンスド試

験における実証方法の提示）

 

環境技術開発者・ 
測定ツール申請者 

実証機関・ 
技術実証委員会 

 

環境省・ 
実証事業検討会 

(1)実証機関の応募

申請 

(2)実証対象技術、測定 
ツールの応募申請 

実証の前段階 

実証試験段階（実証技術毎に繰り返される） 

実証立会い等による

確認 

実証試験結果報告書

の監査・承認 

実証対象技術、測定

ツールの募集・承認

検討会における 
実証試験結果報告書

の承認 

 

実証試験計画の

審査 

実証機関の募集・承認

(5)データ・実証試験結果の 
報告 

環境省への提出 

「環境技術実証事業」ウェブサイトの 
データベースでの公表・ロゴマークの交付
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（1） 実証機関の応募申請、承認 
環境省は、実証機関の応募申請者に対して承認を行う。 

 
（2） 実証対象技術の応募申請、承認 

実証申請者は、実証を希望する技術の概要を実証申請書に明記し、実証機関に対

して申請を行う。実証機関は、申請された内容に基づいて、「Ⅴ.対象技術の申請及

び審査」に示す条件を基準に申請技術を審査する。 
また、アドバンスド試験を併せて行う機器の場合は、使用する測定ツールの概要

を測定ツール申請書に明記し、実証機関に対して申請を行う。実証機関は、申請さ

れた内容に基づいて、「Ⅳ 測定ツール」に示す条件を基準に申請されたツールを審

査し、承認する。 
（3） 実証試験計画の策定 

実証試験の実施の前に、実証試験計画を策定する。実証試験計画は、環境技術開

発者により作成される。 
計画段階は主に次の活動が行われる。 

 

 実証試験の関係者・関連組織を明らかにする。 
 実証試験の一般的及び技術固有の目的を明らかにする。 
 分析手法、測定方法、計算方法、実証試験期間を決定する。 
 以上を反映し、具体的な作業内容、スケジュール、担当者を定めた実証試験計画

を策定する。 
 

（4） 実証試験の実施 
環境技術開発者は、実証試験計画に基づき実際の実証試験を行う。 
原則的に、共通試験、アドバンスド試験とも、実証機関は、実際の試験現場にお

いて試験の立会い等を行うことで、実証試験結果の客観性を担保する必要がある。

ただし、共通試験において既存データを利用する場合は、実際の試験が行われない

ため、本実証試験要領で定められた実証試験結果報告書の記載内容が全て満たされ

ることで、共通試験結果の客観性が担保されたこととする。 
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（5） データ・実証結果の報告 
環境技術開発者は、データ及び実証試験結果を実証試験結果報告書にまとめ、実

証機関に対して報告する。実証機関は同報告書の内容を監査したうえで環境省に提

出する。 
実証試験結果報告書は、環境省に提出され、ヒートアイランド対策技術分野（オ

フィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）IT 機器等グリーン化技術 ワー

キンググループにおいて、実証が適切に実施されているか否かが検討される。その

後環境省は、同ワーキンググループでの検討結果等を踏まえ、承認する。承認され

た実証試験結果報告書は、環境省の「環境技術実証事業」ウェブサイトのデータベ

ース等で一般に公開される。 
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 III. 実証試験実施体制 

1. 環境省 
 環境技術実証事業全般を総合的に運営管理する。 
 実証体制を総合的に検討する。 
 環境技術実証事業検討会を設置し、運営管理する。 
 実証試験の対象技術分野を選定する。 
 実証試験要領を承認する。 
 実証機関を承認する。 
 実証試験結果報告書を承認する。 
 環境技術の普及に向け、「環境技術実証事業」ウェブサイトに環境技術データベー

スを構築する。 
 実証済み技術に対し、ロゴマーク8を配布する。 

 

2. 環境技術実証事業検討会 
 環境技術実証事業全体の運営に対し、助言を行う。 
 実証試験結果の総合評価を行うにあたり、助言を行う。  

 

3. ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱 

低減技術）IT 機器等グリーン化技術 ワーキンググループ 
 ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低減技

術）IT 機器等グリーン化技術に関する環境技術実証事業の運営に対し、助言を行

う。 
 実証試験要領の策定に対し、助言を行う。 
 実証機関の選定に対し、助言を行う。 
 実証試験結果報告書の承認にあたり、助言を行う。 
 共通試験方法を決定する。 

 

4. 実証機関 
 環境省からの委託等により、実証試験を全体管理する。 
 実証対象技術を公募し、審査する。 
 測定ツールを公募し、審査・承認する。 
 技術実証委員会を設置、運営する。実証試験計画の内容が、実証試験結果の妥当

性を担保するものか審査する。 
 立ち会い等により実証試験が適切に進められているか確認する。 
 実証試験結果報告書の内容を監査し、取りまとめて環境省に提出する。 

                                                  
8 アドバンスド試験の実施者には、専用の ETV ロゴマークの発行を予定している。 
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5. 技術実証委員会 

 実証機関の測定ツールの審査・承認にあたり、助言を行う。 
 実証対象技術の審査にあたり、助言を行う。 
 実証試験計画の策定にあたり、助言を行う。 
 実証試験の過程で発生した問題に対して、適宜助言を行う。 
 実証試験結果報告書の作成にあたり、助言を行う。 
 実証試験が行われた技術の普及のための助言を行う。 

 

6. 環境技術開発者 

 付録０に示される、品質管理システムを構築する。 
 実証対象製品を必要なだけ準備する。 
 実証対象製品の運搬、施工、撤去等が必要な場合は、環境技術開発者の費用負担

及び責任で行うものとする。 
 実証対象技術に関する既存の性能データを用意する。 
 実証試験計画を策定し、実証機関の審査を受ける。 
 実証試験計画に基づき、実証機関の立ち会い等のもとで実証試験を実施する。 
 実証試験に係る全ての人の健康と安全のために実証試験実施場所の安全を確保す

る。 
 必要に応じて、全ての実証試験の参加者の連絡手段の確保及び運搬上・技術的補

助を含め、スケジュール作成と調整業務を行う。 
 実証試験を外部に委託する場合は、委託先において実証試験要領で求められる品

質管理システムが機能していることを確実にする。 
 実証試験によって得られたデータ・情報を管理する。 
 実証試験のデータを分析し、実証試験結果報告書を作成、実証機関の審査を受け

る。 
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 IV. 測定ツール 

1. 測定ツールの申請 

本年度の実証試験では、実証機関は、実証対象技術の募集と同時に、実証試験に使

用する測定ツールを募集する。実証機関は、技術実証委員会と協議のうえ、申請され

た測定ツールの適性を審査し、承認する。 
測定ツールの申請時に申請者が提出すべき内容は以下の通りとし、付録 1 に定める

「測定ツール登録申請書」に必要事項を記入するとともに、指定された書類を添付し

て、実証機関に対し申請を行うものとする。 
なお、実証申請者と当該測定ツールの実質的な開発者が一致する必要はないが、異

なる場合は、実証申請者が開発者に対し、本実証試験に登録する旨を確認し、同意を

証明する書類を提出しなければならない。 
 

a． 申請者の企業名・住所・担当者所属・担当者氏名等 
b． 測定ツールの開発者名等 
c． 測定ツールの概要・原理・特徴について 
d． 測定ツールが評価可能な製品（製品単位、部品単位）の概要 
e． 測定方法、測定条件 
f． 機器に与える負荷の内容 
g． 評価指標の考え方、単位等 
h． 評価実績、適用状況 
i． その他（特記すべき事項） 
j． 測定ツール開発者の同意書9 
k． 基本仕様書（パンフレット）10 

 

                                                  
9 任意ツール申請者とその実質的な開発者が一致しない場合のみ。 
10 既存の書類がある場合のみ、添付する。 
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2. 測定ツールの審査 

実証機関は、申請された内容に基づいて、下記の各観点（測定ツールの要件）に照

らし、技術実証委員会等の意見を踏まえつつ、総合的に判断した上で対象とする測定

ツールを審査し、選定した測定ツールについて環境省の承認を得る（サーバに関する

測定ツールの例：SPEC Power）。 
 

（1） 形式的要件 
 p.7「測定ツールの含むべき条件」を満たすか。 
 申請内容に不備はないか。 

（2） 測定ツールの事前確認 
 測定方法の原理・仕組みが科学的に説明可能であるか。 
 負荷の内容等、必要に応じて測定原理が開示可能か。 

（3） 実証試験に関する要件 
 p.6「実証試験の枠組み」にて示されるアドバンスド試験の目的に対して有効か。 
 p.23「サーバのアドバンスド試験における実証項目及びその算出方法」にて示され

る実証項目を適切に評価可能か。 
 実証対象のいかなる性能を評価できるのか明確か。 

 
申請された測定ツールが上記の要件を満たさない場合、実証申請者と実証機関は協

議し、適切な測定ツールを選定する。なお、測定ツールは、表 5 の 3 要素を満たした

単一の既存パッケージである必要はない。ツール申請者が既存の各要素を組み合わせ

て最終的に表 5 の 3 要素をすべて満たすものであれば良い。 
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 V. 実証対象技術の申請及び審査 

1. 申請 

実証申請者は、実証機関に申請者が保有する技術・製品の実証を申請することがで

きる。申請時に提出すべき内容は以下の通りとし、付録 2 に定める「実証申請書」に

必要事項を記入するとともに、指定された書類を添付して、実証機関に対し申請を行

うものとする。 
 

a． 企業名・住所・担当者所属・担当者氏名等 
b． 過去における公的資金による類似の実証等の有無 
c． 技術の概要・原理・特徴について 
d． 実証対象製品の概要、構成要素の製品名等 
e． 試験に使用する測定機器の概要 
f． 自社による試験結果（性能の自主公表値） 
g． 技術仕様 
h． コスト概算 
i． 技術の開発状況・納入状況 
j． 副次的な環境問題等について 
k． 技術の先進性について 
l． その他（対象技術審査に当たって特記すべき事項） 

m． 基本仕様書（パンフレット）11 
 

 

                                                  
11 既存の書類を添付する必要がある。 
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2. 実証対象技術審査 

実証機関は、申請された内容に基づいて以下の各観点に照らし、技術実証委員会等

の意見を踏まえつつ、総合的に判断した上で対象とする技術を審査し、選定した技術

について環境省の承認を得る。 
 

（1） 形式的要件 
 申請技術が、3～5 ページ「実証対象技術」に示した対象技術分野に該当するか。

または当該技術分野に近い機能を有する、もしくはその機能を含むか。 
 申請内容に不備はないか。 
 商業化段階にある技術か。 
 過去に公的資金による類似の実証等が行われていないか。 

（2） 実証対象製品の事前確認 
 技術の原理・仕組みが科学的に説明可能であるか。 
 副次的な環境問題等が生じないか。 
 先進的な技術であるか。 

（3） 実証方法に関する審査 
 予算、実施体制等の観点から実証が可能であるか。 
 実証試験計画が適切に策定可能か。 

 
なお、基本的には実証申請者が一年度に申請できる申請件数には制限を設けないが、

実証機関の想定する実証可能件数を超えて申請があった場合には、実証申請者との協

議により件数を調整することとする。（なお、目安は一年度に 10 件である。） 
審査の段階で、実証申請者は実証機関との間で、試験期間・時期等を含めた具体的

な実証の方法について、協議を行うことができる。なお、個々の申請技術の審査結果

は、原則として関係者以外に対して公開しないこととする。 
 

※異なる名称で、異なる事業者によって販売されている同一規格の製品について 
製造委託などにより、性能は全く同じであるが、異なる名称で、異なる事業者によって

販売されている製品を申請する際には、関係者間（製造事業者、販売事業者など）で調

整の上、同一規格の製品であることを証明できる文書を提出することで、同一の技術と

見なす。実証試験報告書においては、環境技術開発者、製品名を複数併記するとともに、

それぞれにロゴマークを交付することとする。 
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 VI. 実証試験計画の策定 

環境技術開発者は、実証機関や技術実証委員会の助言を受けながら、実証試験計画

を策定する。なお、実証試験計画に対して、環境技術開発者の承認が得られない場合

には、実証機関は必要に応じて環境省と協議を行い、対応を検討することとする。 
実証試験計画として定めるべき項目を付録 3 に示す。 
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 VII. 実証試験の実施 

1. 実証項目及び試験方法の基本概念 

（1） 実証項目の基本概念 
各製品単位における実証項目を表 6 に示す。 
実証試験では、製品単位・部品単位の両者とも、製品単位の分類に対応する実証

項目を測定・算出しなければならない。部品単位の実証試験では、部品単位機器を

製品単位機器に組み込み、製品単位での実証項目を測定・算出しなければならない。 
「一世代前の機器との電力効率の向上割合」の実証では、原則的に、一世代前の

機器、現行の機器とも同一の試験方法を用いる必要がある。ただしアドバンスド試

験に関しては、以下に示す条件を満たす場合に限り、異なる測定ツールの使用を可

能であるとする。なお、その場合は、その旨を実証試験結果報告書に明記しなけれ

ばならない。 
 一世代前の機器が測定ツールに対応しない等やむを得ない理由があると実証機関

が認めること。 
 2 つの測定ツールが一世代前、現世代の同等な特徴・長所を評価するなど、両結果

の比較が可能であり、またその比較をするための結果換算等の理論が明確・妥当

であると実証機関が認めること。 
 一世代前の機器で使用する測定ツールも「２．測定ツールの申請」（p.13）で求め

ている内容を提出すること。 
 

表 6 各製品単位における実証項目 

 
製品単位の分類 共通試験による実証項目 

アドバンスド試験による

実証項目 

(A) 

サーバ ・ 電力消費量 
・ 電力効率 
・ 一世代前の機器との電力

効率の向上割合（任意）

同左 
ストレージ 
クライアント PC 
ネットワーク機器 

(B) 
データセンター ・ 電力効率 

・ 冷却効率 
同左 

サーバルーム 

(C) 
シンクライアント

システム 
・ 電力消費量 
・ 電力効率 

同左 
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（2） 実証項目の算出概念 
各実証項目の算出概念に関して、製品単位のものを図 4 に、部品単位のものを図 5

示す。アドバンスド試験における各実証項目の測定・算出方法、単位は原則的に測定

ツールに準拠するが、原則として図 4、5 に示す算出概念に合致したものでなければな

らない。 
図 4、5 の太枠は実証項目を示す。また、図内の「冷却効率」は、本年度のサーバの

実証では扱わない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 製品単位における実証項目の算出概念 

電力効率＝ 
処理負荷 

電力消費量 

冷却効率＝ 
冷却に用いる 
電力消費量 

電力消費量 

電力消費量 
製品単位の 

実証対象技術 

電力消費量、 
処理負荷を測定
もしくは算出 

実証試験方法
で定められた

条件 

グリーン化技術

・電力消費効率 

差別化技術なし 差別化技術あり

製品単位の 

（サーバ、 
ストレージ等）

適用されたグリーン化 
技術の効果 

電力効率＝ 
処理負荷 

電力消費量 

製品単位の 
比較対象機器 

(一世代前の機器) 

電力消費量、 
処理負荷を測定
もしくは算出 

実証試験方法
で定められた

条件 

電力効率の向上割合(任意)＝ 
実証製品の電力効率 一世代前の電力効率 

両モデル間の期間数（単位：四半期） 
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図 5 部品単位における実証項目の算出概念 

 
（3） 試験方法の基本概念 

試験方法は、以下に示す条件を満たすものでなければならない。 
 p.6「試験条件」に示した各試験の目的に対して有効であること。 
 試験の再現性を担保できる内容であること。 
 p.19 及び p.20「実証項目の算出概念」に示した算出概念で実証項目を算出するこ

と。 
 

なお、共通試験の試験方法は 2.に示すが、アドバンスド試験の試験方法は、適用

する測定ツールによって異なるため、本要領では具体的な規定は行わない。 
 
 

電力効率＝ 
処理負荷 

電力消費量 

冷却効率＝ 
冷却に用いる 
電力消費量 

電力消費量 

電力消費量 

実証試験方法
で定められる

条件 

実証試験方法
で定められる

条件 

部品単位の 
実証対象技術 

部品単位の 
比較対象機器 

(一世代前の機器) 

電力効率＝ 
処理負荷 

電力消費量 

電力消費量、 
処理負荷を測定
もしくは算出 

電力消費量、 
処理負荷を測定
もしくは算出 

グリーン化技術

・電力消費効率 

差別化技術なし 差別化技術あり

製品単位の 

（サーバ、 
ストレージ等）

適用されたグリーン化 
技術の効果 

電力効率の向上割合(任意)＝ 
実証製品の電力効率 一世代前の電力効率 

両モデル間の期間数（単位：四半期） 
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2. サーバの共通試験における実証項目及び試験方法 

（1） 実証項目 
本年度のサーバ共通試験では、実証項目を以下の通りとする。 

① 電力効率 

本要領では、サーバの電力効率を、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づ

く経済産業省告示第 50 号（平成 18 年 3 月 29 日）の「３ エネルギー消費効率の測定

方法」で定められた「エネルギー消費効率[W／メガ演算]」と定義する。参考として、

次ページの「エネルギー消費効率の測定・算出方法」において算出方法の概要を示す。 
 

② 電力消費量 

本要領では、電力消費量を、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく経済

産業省告示第 50 号（平成 18 年 3 月 29 日）の「３ エネルギー消費効率の測定方法」

で定められた「アイドル状態の消費電力[W]」と定義する。参考として、次ページの「エ

ネルギー消費効率の測定・算出方法」において算出方法の概要を示す。 
 

③ 電力効率の向上割合(任意) 

電力効率の向上割合は、p.19 及び p.20 の「実証項目の算出概念」において定義した

通りである。「①電力効率」を用いて算出する。 
 
（2） 試験方法・条件 

本年度の共通試験では、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づく経済産

業省告示第 50 号（平成 18 年 3 月 29 日）の「３ エネルギー消費効率の測定方法」

で定められた方法・条件に従って試験を行う。 
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「エネルギー消費効率の測定方法」 
 
消費電力をワット単位で表した数値を、複合理論性能をメガ演算単位で表した数値で

除した数値とし、当該数値は次の式により算出するものとする。 
 

E = W／Q 
 
この式において、E、W 及び Q は次の数値を表すものとする。 

 
E：エネルギー消費効率(単位 ワット/メガ演算) 
W：アイドル状態の消費電力(単位 ワット) 
Q：複合理論性能(単位 メガ演算) 

 
＊W：アイドル状態の消費電力(単位 ワット) 
アイドル状態の消費電力は、主電源に通電した状態で、初期プログラムを設定し直す

ことなしに稼働可能な状態であって、ACPI 規格におけるスタンバイモード、サスペン

ドモード等の低電力モードに移行する前の状態における消費電力とし、次に掲げる方法

により測定した数値をワット単位で表したものとする。 
 

ア 周囲温度は 16℃～32℃とすること。 
イ 電源電圧は定格入力電圧±10%の範囲とすること。ただし、100 ボルトの定

格入力電圧を有するものについては、100 ボルト±10%の範囲とすること。

ウ 電源周波数は、定格周波数とすること。 
エ 電子計算機の基本機能を損なうことなく電子計算機から着脱することができ

る入出力用制御装置、通信制御装置、磁気ディスク装置等を除外した範囲で

の最大の構成で測定する。ただし、プロセッサの数を拡張することが可能で

あるものについては、最小の構成のプロセッサの数で測定するものとする。

なお、クライアント型電子計算機のうち電池駆動型以外のものについては、

グラフィックディスプレイ装置の電源を切って測定することができる。 
 
＊Q：複合理論性能(単位 メガ演算) 
エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則別表第四の上欄に掲げる電子計算機

について同表の下欄に掲げるものとする12。 
 

 

                                                  
12 この指標は、対象機器における処理負荷量の理論的な最大値を表す。 
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3. サーバのアドバンスド試験における実証項目及びその算出方法 

（1） 実証項目 
本年度のサーバのアドバンスド試験では、実証項目を以下の通りとする。 

① 電力効率 

電力効率は、p.19 及び p.20 の「実証項目の算出概念」に従って算出する。ただし、

アドバンスド試験においては、サーバの負荷率 0～100%の範囲で、原則的に 10%ごと、

計 11 通りの電力効率、及びその平均値を算出する必要がある。ただし、使用する測定

ツールにおいて負荷率 10%ごとの測定が困難である場合は、実証機関と協議の上、上

記規定と異なる負荷率において測定することができる。 
なお、算出に必要な処理負荷の単位は原則的に測定ツールに準拠するものとし、本

要領で規定は設けない。 
 

② 電力消費量 

電力消費量は、②「電力効率」の算出時に測定した値とする。サーバの負荷率 0～100%
の範囲で、原則的に 10%ごと、計 11 通りの電力消費量を測定、及びそれらの平均値を

算出する必要がある。 
 

③ 電力効率の向上割合(任意) 

電力効率の向上割合は、p.19 及び p.20 の「実証項目の算出概念」において定義した

通りである。「①電力効率」で得られた電力効率の平均値から算出する。 
 
（2） 試験方法・条件 

アドバンスド試験における試験方法・条件は、適用する測定ツールによって異なる

ため、p.20 の「試験方法の基本概念」において示した試験方法の条件を満たす限り、

本要領では具体的な規定は行わない。 
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 VIII. 実証試験結果報告書の作成 

実証試験の結果は、実証試験結果報告書として報告されなければならない。実証試

験結果報告書には、実証試験の結果全てが報告されなければならない。 
実証試験結果報告書は、以下の内容を含む必要がある。「実証全体の概要」に関して

は、付録 4 に記入フォームの例を示す。 
 

 実証全体の概要（付録 4） 
 実証試験の概要と目的 
 実証対象技術の概要・原理 
 実証試験の実施日程、実施場所 
 実証試験の内容 
【注意】 実証試験の内容は、実証試験の再現性を担保する情報を記載する必要があ

る。以下に項目の例を示す。 
・ 測定スケジュール 
・ 試験に用いる測定機器、記録装置の情報 
・ 一世代前の機器の概要、発売年等 
・ 試験条件に関する情報 
・ 測定ツールに関する情報 

 実証試験の結果 
・ 各実証単位における実証項目の結果を明記 
・ 測定・分析結果を表やグラフを用いて明記 
・ 既存の測定結果を使用する場合は、その旨を明記 

 参考項目 
・ 設置条件、コスト概算 

 付録 
・ データの品質管理 
・ 品質管理システムの監査 

 

環境技術開発者は、実証試験結果報告書の原案を策定し、記載ミス等について、実

証機関の確認を経た後、技術実証委員会での検討を経たうえで、実証試験結果報告書

を取りまとめる。実証試験結果報告書は、実証機関によって環境省に提出され、ワー

キンググループにおいて検討され、環境省の承認を得ることとする。 
なお、全ての実証試験結果報告書は、実証試験結果の如何を問わず、環境省の「環

境技術実証事業」ウェブサイトのデータベースに登録され、公開するものとする。 
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 IX. 実証試験実施上の留意点 

1. データの品質管理 
（1） データ品質管理の方法 

環境技術開発者は、測定データに関して適切な精度管理を行う必要があり、その情

報を実証試験結果報告書に明記しなければならない。 
（2） 測定とデータの取得 

データの品質管理のための、測定とデータの取得における要求事項は以下の通りで

ある： 
 実証試験計画の背景となる全ての仮定や条件は、全て実証試験計画に記載されるこ 
とにより、技術実証委員会に報告され、承認されなければならない。 

 使用される分析手法、分析機器は文書化されなければならない。 
 全ての分析機器の校正の要求事項、校正基準を含む手法は、実証試験計画に規定さ 
れなければならない。 

 インタビュー等、測定以外の方法で得られる全てのデータについて、データの使用 
限度が検討されなければならない。 

2. データの管理、分析、表示 
実証試験から得られるデータは、消費電力量、電力効率といった定量データに加え、

機器の信頼性、耐久性などの定性データがある。これらの管理、分析、表示方法は以

下の通りである。 
（1） データ管理 

データは、付録０に示されるように、確実に管理されなければならない。 
（2） データ分析と表示 

実証試験で得られたデータは統計的に分析され、表示されなければならない。統計

分析に使用された数式は、全て実証試験結果報告書に掲載する。統計処理に含まれな

かったデータは実証試験結果報告書で報告する。 

3. 環境・衛生・安全 
実証機関は、実証試験に関連する環境・衛生・安全対策を厳重に実施しなければな

らない。実証試験計画において検討されるべき事項としては、主に以下の点が挙げら

れる。 
 生物的・化学的・電気的危険性 
 火災防止 
 緊急連絡先（救急、消防他）の確保 
 労働安全の確保 
 その他 
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付録０：環境技術開発者において構築することが必要な品質

管理システム 

序文 

環境技術実証事業における環境技術開発者は、JIS Q 9001:2000（ISO9001:2000）「品

質マネジメントシステム要求事項」、JIS Q 17025:2000（ISO/IEC17025:1999）「試験

所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」に準拠した品質管理システムを構築す

ることが望ましい。本付録では、上記規格に準拠した品質管理システムがない場合、

環境技術開発者において構築することが必要な品質管理システムの要素を述べる。 
 

1. 適用範囲 

実証組織内において実証試験に係るすべての部門及び業務に適用する。また、実証

試験の一部が外部の機関に委託される場合には、受託する試験機関も本システムの適

用範囲となる。 
実証試験に関連する全部署を対象範囲とし、 

・ JIS Q 17025:2000（試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項） 
・ JIS Q 9001:2000（品質マネジメントシステム要求事項） 

の認証を既に受けている組織であれば、それをもって本付録の要求事項を満たしてい

るものとする。 
 

2. 参考文献 

JIS Q 17025:2000（ISO/IEC17025:1999）試験所及び校正機関の能力に関する一般

要求事項 
JIS Q 9001:2000（ISO9001:2000）品質マネジメントシステム要求事項 

 

3. 品質管理システム 

（1） 組織体制、責任 
当該組織は、法律上の責任を維持できる存在であること。 
実証試験に関与する組織内の主要な要員の責任を明確に規定すること。 
他の職務及び責任のいかんにかかわらず、品質システムが常に実施され遵守され

ていることを確実にするため、明確な責任及び権限を付与される職員 1 名を品質管

理者（いかなる名称でもよい）に指名する。 
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（2） 品質システム 
当該組織は、実証試験について適切な品質管理システムを構築し、実施し、維持

すること。 
品質管理システムは、実証試験にかかわる品質方針、品質管理システムの手順を

文書化すること。これらは関係する要員すべてに周知され、理解されること。 
方針は、以下の事項を含まなければならない。 

・ 実証試験の品質を確保することに対する組織としての公約 
・ 実証試験の品質水準に関する組織としての考え方の表明 
・ 品質システムの目的 
・ 品質マネジメントシステムを構築し実施することの記載 

また、実証試験に係る実施体制、各要員の役割と責任及び権限を文書化すること。 
 
（3） 文書及び記録の管理 

当該組織は、実証試験に関する基準（実証試験要領及び関連する規格）、実証試

験計画、並びに図面、ソフトウェア、仕様書、指示書及びマニュアルのような文

書の管理を行うこと。 
文書管理に関して、以下の事項を確実にすること。 

・ 文書は、発行に先立って権限をもった要員が確認し、使用の承認を与える。 
・ 関連文書の構成を示し、すべての実証試験場所で、適切な文書がいつでも利

用できる。 
・ 無効文書または廃止文書は、速やかに撤去するか、若しくは他の方法によっ

て誤使用を確実に防止する。 
・ 文書のデータとしての管理方法。 
・ 記録の様式と文書の配置及び閲覧方法。 

 
また、実証試験に関連する記録は、識別し、適切に収集し、見出し付け、利用

方法を定め、ファイリングし、保管期間を定め、維持及び適切に廃棄すること。 
特に、試験データ原本の記録、監査の追跡ができるようなデータ及び情報、校

正の記録、職員の記録、発行された個々の報告書及び校正証明書のコピーを、定

めた期間保管すること。 
 

（4） 試験の外部請負契約 
当該組織が外部請負契約者に実証試験を委託する場合は、適格な能力をもつ外

部請負契約者に行わせ、当該組織において実証機関と同等の品質管理を要求する

こと。 
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（5） 物品・サービスの購入 
当該組織は、外部から購入する物品・サービスのうち、実証試験の品質に影響

を及ぼす可能性のあるものは、検査等の適切な方法により実証試験要領の要求に

合うことを検証し、この検証が済むまでは実証試験には用いないこと。 
また、物品・サービスの供給者を評価し、承認された供給者のリストを作成す

ること。 
 
（6） 苦情及び不適合の試験の管理 

実証試験の業務またはその結果が、何らかの原因で実証試験要領やその他の規

定に逸脱した場合に対応する体制と対応方法を用意すること。また、環境技術開

発者からの苦情や中立性の阻害、または情報の漏洩等の不測の事態が生じた場合

に対応する体制と対応方法を用意すること。これらの体制には、責任者及び対応

に必要な要員を含むこと。 
 

（7） 是正及び予防処置 
当該組織は、実証試験の業務及びその結果が、試験実施要領やその他の規定に

逸脱した場合または逸脱する恐れがある場合、その原因を追求し、是正または予

防処置を行うこと。 
 

（8） 監査 
当該組織は、実証試験が適切に実施されているかどうか、監査を実施しなけれ

ばならない。実証試験を外部請負業者に委託している場合は、外部請負契約者に

おける当該業務を監査の対象とすること。 
監査は試験期間中に１回以上行うこととする。２ヵ年以上の実証試験を行う場

合は、定期的な監査を実施し、その頻度は１年以内であることが望ましい。 
また、この監査は、できる限り実証試験の業務から独立した要員が行うものと

する。 
監査の結果は当該組織の最高責任者に報告すること。 

 

4. 技術的要求事項 

（1） 要員 
当該組織は、実証試験に用いる設備の操作、試験の実施、結果の評価及び報告

書への署名を行う全ての要員が適格であることを確実にすること。特定の業務を

行う要員は、必要に応じて適切な教育、訓練、及び／または技量の実証に基づい

て資格を付与すること。 
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（2） 施設及び環境条件 
実証試験を行うための施設は、試験の適切な実施を容易にするようなものでな

ければならない。全ての測定の要求品質に対して環境条件が結果を無効にしたり

悪影響を及ぼしたりしないことを確実にする。実証試験が恒久的な施設以外の場

所で行われる場合には、特別の注意を払う。 
実証試験要領、実証試験計画及びその他の基準に基づき、試験の環境条件を監

視し、制御し、記録する。環境条件が試験の結果を危うくする場合には、試験を

中止する。 
 

（3） 試験方法及び方法の妥当性確認 
当該組織は、業務範囲内の全ての試験について適切な方法及び手順を用いるた

め、実証試験要領に基づき試験方法を定めること。 
実証試験要領に使用すべき方法が指定されていない場合、当該組織は、国際規

格、地域規格若しくは国家規格、科学文献等に公表されている適切な方法、また

は設備の製造者が指定する方法のいずれかを選定する。規格に規定された方法に

含まれない方法を使用する必要がある場合、これらの方法は、環境技術開発者の

同意に基づいて採用し、使用前に適切な妥当性確認を行うこと。妥当性確認とは、

意図する特定の用途に対して要求事項が満たされていることを調査によって確認

することである。この妥当性確認は、技術実証委員会による検討及び承認によっ

て行うことができる。 
当該組織は、データの管理においてコンピュータまたは自動設備を使用する場

合には、コンピュータ及び自動設備を適切に保全管理し、誤操作によるデータの

消失や誤変換がないよう、必要な環境条件及び運転条件を与えること。 
 

（4） 設備 
当該組織は、実証試験の実施に必要なすべての設備の各品目を保有（貸与を含

む）すること。権限を付与された要員以外は操作できない設備がある場合は、当

該組織はそれを明確にすること。過負荷または誤った取り扱いを受けた設備、疑

わしい結果を生じる設備、若しくは欠陥を持つまたは規定の限界外と認められる

設備は、それが修理されて正常に機能することが確認されるまで、業務使用から

取り外すこと。 
 

（5） 測定のトレーサビリティ 
当該組織は、実証試験の結果の正確さ若しくは有効性に重大な影響をもつ設備

は、使用する前に適切な校正がされていることを確認する。 
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（6） 試料採取 
当該組織は、試料、材料または製品の採取を行う場合、実証試験要領に基づい

て実施すること。 
 

（7） 試験・校正品目の取扱い 
当該組織は、必要に応じ、試験品目の輸送、受領、取扱い、保護、保管、保留

及び／または処分について実証試験要領に基づいて実施すること。 
 

（8） データの検証及び試験結果の品質の保証 
実証試験の結果のデータは、傾向が検出できるような方法で記録し、結果の検討に

統計的手法を適用することが望ましい。この検証は、実証試験を実施した者以外の者

が行うこと。 
 

（9） 結果の報告 
当該組織は、実施された試験の結果を、実証試験要領に基づき、正確に、明瞭

に、あいまいでなく、客観的に報告すること。 
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付録１：測定ツール登録申請書フォーム 

測定ツール申請者は以下の申請書を提出する。各項目の記載内容、体裁、枠の大き

さは自由だが、p.14「測定ツールの審査」に示す各審査項目が判断できる情報が満たさ

れている必要がある。なお、複数の申請を同時に行う場合は同一申請書に複数の技術

は記載せず、ツール種類ごとに申請書を分けて提出すること。 
【申請者】 

申請企業名 
                          印 
Web アドレス http:// 

住 所 〒 
担当者所属・氏名  

連絡先 TEL：           FAX： 
e-mail： 

測定ツール名・ 
開発企業名 

パッケ

ージ 
名称： 
企業名： 

試験方

法 
名称： 
企業名： 

負荷 
名称： 
企業名： 

指標 
名称： 
企業名： 

測定対象とする 
製品単位機器 

・適用可能な機器範囲 
・適用可能な機器の製造・販売年代の範囲 

1. 測定ツールの概要 
測定ツールの原理・特徴 
 
 
試験方法、測定機器の配置 
 
 
機器に与える負荷の内容 
 

 

評価指標の考え方、単位等 
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2. 主要な評価実績、適用状況 

測定対象製品名 測定内容 

 
・測定対象製品名、測定内容とも、可能な範囲で記載 
・測定時期、測定場所 
・測定条件 等 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

3. その他（測定ツール審査に当たって特記すべき事項） 
 
 

 

4. 本申請書に添付する書類13 
○ 測定ツールの負荷プログラム 

○ 基本仕様書（パンフレット） 

○ 測定ツール開発者の同意書 
 
 

                                                  
13 既存の書類を添付 
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付録２：実証申請書フォーム 

実証申請者は以下の申請書を提出する。各項目の記載内容、体裁、枠の大きさは自

由だが、p.16「対象技術審査」に示す各審査項目が判断できる情報が満たされている必

要がある。なお、製品にシリーズがある場合でも、実証を依頼する製品についてのみ

記載すること。また、複数の申請を同時に行う場合は同一申請書に複数の技術は記載

せず、技術の種類ごとに申請書を分けて提出すること。 
【申請者】 

申請企業名 
                         印 
Web アドレス http:// 

住 所 〒 
担当者所属・氏名  

連絡先 TEL：           FAX： 
e-mail： 

実証対象技術名 
 
 

実証対象技術（製品） 
の型番 

 
 

技術開発企業名 
（申請企業と異なる場合

に記載） 
 

過去の公的資金による

類似の実証等の有無 
・実証名 
・実証の対象となった対象技術、製品名 

1. 実証対象技術の概要 
実証対象技術の概要・原理 
 
 

実証対象製品の概要、構成要素の製品名等 

試験に使用する測定機器の概要 
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2. 自社による試験結果 
担当者所属・氏名  

連絡先 TEL：           FAX： 
e-mail： 

 

項目（例） 測定値等 測定条件 

電力消費量  
・測定スケジュール 
・測定時の負荷、使用した測定機器の種類 
・測定時の機器の稼動条件、機器負荷率 

電力効率  同上 

電力効率の

向上割合  同上 

3. 技術仕様 
項目 記入欄 

製品単位機器・部品単位

機器の処理内容、使用業

務内容 

 
 
 

設置環境の条件 
 
 
 

機器の信頼性、情報セキ

ュリティに関する性能

等 

 
 
 

メンテナンスの必

要性、耐候性・製品

寿命など 

 
 
 

4. 実証対象製品のコスト概算（価格） 
費目 単価 数量 計 

    
    
    
    
合計    

備考  
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5. 開発状況・納入実績（もっとも近い番号に○をつけてください。） 
１．既に製品化しており、製品として出荷できる。（ ） 

２．納入実績がある。（ ） 

納入機器の概要（機器構成、用途、納入規模等）。 

 
 

6. 副次的な環境問題等について 
材料や機器から発生する物質等が周辺環境に与える影響及びその対策等を明記。 

7. 技術の先進性について 
特許・実用新案等の申請・取得状況、論文発表、受賞歴等。特に特許については、特

許番号、現在の特許権者とその持分を明記。 
 

8. その他（対象技術審査に当たって特記すべき事項） 
 

 

 

9. 本申請書に添付する書類14 
○ 製品単位機器・部品単位機器の基本仕様書（パンフレット） 

○ 製品単位機器・部品単位機器の使用マニュアル

                                                  
14 既存の書類を添付 
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付録３：実証試験計画の骨子 

実証試験計画は、実証試験デザインと、実証試験を通じての各手続きといった、実

証試験の目的や作業の内容を示すものである。実証試験計画の内容は状況に依存する

が、最低限、以下の 1．～8．を含まなければならない： 
 

1. 表紙／実証試験参加者の承認／目次 
実証試験計画の表紙、実証試験計画を承認した実証事業参加者（実証機関の責任者、

環境技術開発者等）の氏名、目次を記す。 
 

2. 実証試験参加者組織と実証試験参加者の責任分掌 
実証試験における参加組織とその責任者の、責任の所在を明確に示す。 

 

3. 実証対象技術の概要 
 技術名、技術の原理 
 特徴・長所・セールスポイント 

 

4. 実証条件 
実証条件は、実証試験の再現性を担保するために必要十分な情報15についてまとめなけ

ればならず、主には以下の項目を示す必要がある。 
 測定方法 
・ 試験に用いる測定機器、記録装置の情報 
・ 一世代前の機器の概要、発売年等 
・ 試験条件に関する情報 
・ 測定ツールに関する情報 

 測定内容 
・ 測定データの特定、記録様式 
・ 測定スケジュール 

 分析方法 
・ 各実証項目の算出・分析方法の概要 
・ 算出式 

                                                  
15 実証試験の再現性を担保できる最低限の情報を指し、技術内容の公開を要求するものではない。 
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5. 測定データの品質管理 
a． 測定操作の記録方法 
b． 精度管理に関する情報 
c． 追加的な品質管理情報の提出（ただし全ての未処理データは、実証試験結果

報告書の付録として記録する） 
 

6. データの管理、分析、表示 
① データ管理 

実証試験を通じて生成され、管理対象となるデータやそのフォームを特定しなければ

ならない。 
② 分析と表示 

実証試験計画では、データの分析手法や表示形式を特定しなければならない。 
 

7. 監査 
実証試験計画では、監査スケジュール、監査手続き、監査グループの情報に関しても

示さなければならない。 
 

8. 付録 
必要に応じ、参考となる文書やデータを付録として実証試験計画に添付する。 
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付録４：実証試験結果報告書 概要版フォーム（暫定版） 
 

実証対象技術／ 

環境技術開発者 

 

 

製品単位機器・部品

単位機器の概要 

・名称、バージョン、機器 ID、外形寸法、重量 

・発売年 

実証機関  

測定ツール 
 

 

実証試験期間  
 

1. 実証対象技術・機器の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 実証試験の概要 

（1） 共通試験 
① 試験方法の概要 

（測定機器の配置、接続状況） （試験方法・測定方法） 
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② 実証対象機器・測定機器の試験条件 

（実証試験時における対象機器条件） 

【サーバの場合の例】 

・CPU（名称、クロック周波数、コア数、キャッシュサイズ） 

・メモリー（名称、各キャッシュ、合計メモリサイズ） 

・記憶装置（名称、容量、ディスク回転数） 

・電源装置（名称、電圧、周波数） 

・冷却装置（名称、バージョン） 

・その他必要情報（ディスクコントローラー、ネットワークカード、ネットワーク速度） 

 

 

（実証試験時における稼動ソフトウェア条件） 

【サーバの場合の例】 

・OS（名称、バージョン、ファイルシステム名称） 

・アプリケーション（測定ツール内の負荷内容） 

・電源管理の有無 

・その他必要情報 

 

（測定機器の条件） 

・測定機器の名称（負荷量測定、電力量測定、温度測定等に用いる機器名称） 

・全体制御機器の名称 

・その他の使用機器の必要情報 

 

 

（一世代前の機器の概要） 

・機器概要 

・発売年 

・実証番号16 

 

 
（2） アドバンスド試験 
 
（アドバンスド試験を行う場合のみ示す。共通試験と同項目。） 

 

                                                  
16 一世代前の機器が本事業において過去に実証されている場合は、その実証番号を示す。 
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3. 実証試験結果 

（1） 共通試験による測定結果 
a.実証対象製品 

発売時期[年/月] 
 

エネルギー消費効率 
[W/メガ演算] 

電力消費量 
[W] 

エネルギー消費効率

の向上割合[%] 

  （任意） 

b.一世代前のモデル（参考） 
発売時期[年/月] 実証番号 

  
エネルギー消費効率 

[W/メガ演算] 
電力消費量 

[W] 
エネルギー消費効率

の向上割合[%] 

  （任意） 

※ エネルギー消費効率は、値が小さい方が、電力効率が高いことを表します。 
 
（2） アドバンスド試験による測定結果（例） 

a.実証対象製品 
発売時期[年/月] 

 
設定負荷率 

[%] 
実際の 

負荷率[%] 
機器内の 

平均温度[℃]
平均電力 
消費量[W] 

平均電力効率 電力効率の 
向上割合[%] 単位： 

0      
10      
20      
30      
40      
50      
60      
70      
80      
90      

100      
平均     （任意） 
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【グラフ】 
 

 
b.一世代前のモデル（参考） 
発売時期[年/月] 実証番号 

  
設定負荷率 

[%] 
実際の 

負荷率[%] 
機器内の 

平均温度[℃]
平均電力 
消費量[W] 

平均電力効率 電力効率の 
向上割合[%] 単位： 

0      
10      
20      
30      
40      
50      
60      
70      
80      
90      

100      
平均     （任意） 

 
（3） 備考 

・本事業で実証していない既存の測定結果である場合は、その旨を明記。 

 

 

 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器の 
負荷率 

電力効率
（処理性能と消費電力の比率）

消費電力量
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（実証対象技術及び実証風景の写真） 
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（参考情報） 

このページに示された情報は、技術の広報のために環境技術開発者が自らの責任において申請した

内容であり、環境省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 

○ 製品データ 

項目 環境技術開発者 記入欄 

製品単位機器・部品単

位機器の名称、型番 
 

製造（販売） 

企業名 
 

連
絡
先 

TEL／FAX TEL：                  FAX： 

Webアドレス http:// 

E-mail @ 

実証対象機器の処理

内容、使用業務内容 
 

設置環境の条件  

メンテナンスの必要
性・コスト、耐候性・製
品寿命等 

 

機器の信頼性、情報セ

キュリティに関する性

能等 

 

コスト概算 

イニシャルコスト 

   

   

   

   

合  計   

○ その他環境技術開発者からの情報 
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資料編 

Ⅰ．環境技術実証事業の概要 

１．目的 
 既に適用可能な段階に有り、有用と思われる先進的環境技術でも環境保全効果等につい

ての客観的な評価が行われていないために、地方公共団体、企業、消費者等のエンドユー

ザーが安心して使用することができず、普及が進んでいない場合がある。 
 このため、本事業により、このような普及が進んでいない先進的環境技術について、そ

の環境保全効果等を第三者機関が客観的に実証する事業を試行的に実施する。 

 本事業の実施により、ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及が促進され、環境保

全と地域の環境産業の発展による経済活性化が図られるものと期待する。 

２．「実証」の意味について 

 本事業では、環境技術の環境保全効果等を試験等に基づき客観的なデータとして示す「実

証」を行う。類似のものとして、環境技術が満たすべき性能について一定の基準を設定し、

この基準への適合性を判定する「認証」があるが、本事業では、このような「認証」は行

わない。 

３．事業実施体制 

 本事業は、環境省、実証試験要領の作成・実証機関の公募選定・手数料項目の設定と徴

収等を行う実証運営機関、技術実証を行う実証機関等が連携して行う。 
４．事業の手順 
 本事業は、概ね以下のような手順で進める。 
(1) 環境省は、アンケート調査等により、技術の開発・販売企業、ユーザー等のニーズを把

握する。 
(2) 環境省は、検討会における検討を踏まえ、対象技術分野を選定する。 
(3) 環境省は、実証試験要領の作成・実証機関の公募選定・手数料項目の設定と徴収等を行

う「実証運営機関」を選定する。 
(4) 実証運営機関は、選定された対象技術分野について、具体的な技術実証の方法を定めた

「実証試験要領」を作成する。 
(5) 実証運営機関は、実証試験を行う第三者機関である「実証機関」を選定する。 
(6) 実証機関は、企業等が実証を受けることを希望する技術を公募する。 
(7) 実証機関は、応募されてきた技術の中から、実証を行う技術を、専門家による委員会で

検討を行い、審査する。 
(8) 実証機関は、選定された技術について、実証試験要領に基づき、実証試験を行う。 
(9) 実証機関は、実証試験結果を報告書として取りまとめ、実証運営機関を経て、環境省へ

報告する。また、この報告書は、環境省の「環境技術実証事業」ウェブサイトのデータ

ベースに登録され、一般に公表される。 
(10) 環境省は、実証済み技術に対してロゴマークを配布する。
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（注）環境省の承認を得た上で、実施

体制の一部を変更して事業を実施す

ることもありうる。 

 

 
 

 

 

環境技術実証事業検討会 
・事業実施に関する事項の 

検討・助言 

分野別ワーキンググループ 

（ＷＧ） 
・分野毎の技術実証に関する事項 

の検討・助言 
・環境技術実証事業検討会の補佐 

技術実証委員会 
・実証事業の実施に関する事項の 

検討・助言 

 

環境省
・事業全体のマネジメント 
・実施要領の策定 

・実証対象技術分野の選定 
・実証運営機関の選定 
・分野別の事業の助言 
・実証試験結果報告書等の策定 
・ホームページによる実証試験結果報告書等の承認 

・ロゴマークの交付

実証運営機関 
（公益法人・ＮＰＯ法人、当該分野毎に１機関） 

・実証試験要領の作成 
・実証機関の選定 
・実証機関への実証試験の委託 
・実証手数料の項目の設定 
・実証対象技術の承認 
・実証手数料の徴収

実証機関
（地方公共団体、公益法人、ＮＰＯ法人、複数設置可能）

・実証手数料の詳細額の策定 
・実証対象技術の公募・審査 

・実証試験計画の策定 
・実証試験の実施 

・実証試験結果報告書の作成 

実証試験方法開発機構
・実証試験方法の技術開発 

実証申請者（開発者、販売店等） 
・実証機関への申請 
（実証試験要領にもとづく実証申請書

記入と必要書類添付） 

・実証手数料の納付 

・ロゴマークの使用 

Ⅱ．環境技術実証事業の実施体制 
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Ⅲ．環境技術実証事業の流れ 

事業の流れ 実 施 主

「実証運営機関」の公募・選定

『実証試験要領』の策定／承認 

「データベース」 
への登録・公表 

必要に応じ『実証試験計画』の策定 

手数料の納付／「実証試験」の実施

「実証機関」の公募・選定／承認

「ロゴマーク」の

交付／使用

環境省・環境技術実証事業 
 

 
検討会

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

環境省・データベース運営機関 

実証機関・技術実証委員会 

実証機関・技術実証委員会／実証

運営機関

実証申請者／実証機関

実証機関・技術実証委員会／環境省

環境省／実証申請者

実証運営機関・分野別ＷＧ／環境省

「実証対象技術」の公募・審査／承認

『実証試験結果報告書』の作成／承認
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Ⅳ．平成２１年度環境技術実証事業検討会 ヒートアイランド対策技術分野（オ

フィス、住宅等から発生する人工排熱低減技術）IT 機器等グリーン化技術 ワ

ーキンググループ設置要綱 

１． 開催の目的 

環境技術実証事業ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工

排熱低減技術）の IT 機器等グリーン化技術では、平成 20 年度の検討において、本年度か

ら実証事業を進めることが確認され、実証試験要領（案）が作成されたところである。 
しかしこの技術分野は、実証試験における試験条件が実証結果に対して大きく影響を与

える等、実証事業の実施に当たってもさらなる検討が必要である。これを踏まえ、本年度

の実証事業を円滑に進めると共に、平成 22 年度以降を見据えた、より良い実施スキームを

検討することを目的とし、ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生す

る人工排熱低減技術）IT 機器等グリーン化技術 ワーキンググループ（以下「WG」とい

う）を設置する。 
 
２． 調査検討事項 

（１） 実証試験要領の策定 
（２） 実証機関の選定 
（３） 実証試験結果報告書の検討 
（４） 平成 21 年度実証事業を通した実証機関の役割の再検討 
（５） 平成 22 年度実証事業における実証対象範囲、実証試験方法等の拡大に関する検討 
 
３． 組織等 

（１） ワーキンググループは、検討員１０名以内で構成する。 
（２） ワーキンググループに座長を置く。 
（３） 座長は、ワーキンググループを総理する。 
（４） 検討員は、ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱

低減技術）IT 機器等グリーン化技術の実証試験に関連する学識経験者、有識者等か

ら環境省水・大気環境局の同意を得て株式会社三菱総合研究所が委嘱する。 
（５） 検討員の委嘱期間は、株式会社三菱総合研究所が委嘱した日から当該日の属する年度

の末日までとする。 
（６） その他、必要に応じ環境技術実証事業に参画する者、利害関係者等をオブザーバー等

として参加させることができることとする。 
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４． 審議内容等の公開等 

本ワーキンググループは原則、公開で行うこととする。但し、公開することにより、公

正かつ中立な検討に著しい支障を及ぼすおそれがある場合、特定な者に不当な利益もしく

は不利益をもたらすおそれがある場合には、座長はワーキンググループを非公開にできる

ものとする。 
 
５． 庶務 

ワーキンググループの庶務は、環境省水・大気環境局の同意を得て株式会社三菱総合研

究所において処理する。 
 
 

平成２１年度 ワーキンググループ 検討員名簿 
 
市川 晴久  電気通信大学 電気通信学部 人間コミュニケーション学科 教授 
上苙 健   グリーン IT 推進協議会 調査分析委員会 データセンタ SWG 主査 
植田 隆   コクヨ株式会社 RDI センター長 
西岡 浩   社団法人電子情報技術産業協会 サーバ グリーン IT 専門委員会 
西崎 亨   社団法人電子情報技術産業協会 サーバ グリーン IT 専門委員会 
松野 泰也  東京大学 大学院工学系研究科 マテリアル工学専攻 准教授 
森川 泰成  大成建設（株）技術センター 建築技術研究所長（兼環境研究室長） 
 
＜事務局（環境省）＞ 
岩田剛和  大気環境局総務課環境管理技術室 室長 
高橋祐司  大気環境局総務課環境管理技術室 室長補佐 
重松賢行  大気環境局総務課環境管理技術室 係員 
夏井智毅  総合環境政策局総務課環境研究技術室 係長 
坂井美穂子 総合環境政策局総務課環境研究技術室 主査 
鈴木克彦  水・大気環境局大気環境課大気生活環境室 室長補佐 
城澤道正  水・大気環境局大気環境課大気生活環境室 係長 
亀井雄   地球環境局温暖化対策課排出量取引係   係員 
 

＜事務局（株式会社三菱総合研究所）＞ 
内野 尚 環境・エネルギー研究本部 資源・環境戦略研究グループ 主任研究員 
平本 充 環境・エネルギー研究本部 エネルギー研究グループ 主任研究員 
水上 知広  環境・エネルギー研究本部 資源・環境戦略研究グループ 研究助手 
村上 慶太 環境・エネルギー研究本部 エネルギー研究グループ 研究助手 



 
 

 vi

V．ヒートアイランド対策技術分野（オフィス、住宅等から発生する人工排熱低

減技術）IT 機器等グリーン化技術 ワーキンググループ検討経緯 

１．平成２０年度ワーキンググループ会合における検討内容 

（１）検討の方向性に関して 

・ 当該システムの広範な技術内容の中から、実証事業の対象として適当な技術を絞り込ん

で、平成２１年度以降の実証事業の可能性について検討していくことが確認された。 

・ これを踏まえ、性能評価の考え方がある程度関連業界内で確立された分野に絞り込んで

検討するとし、本年度はサーバを実証対象として検討することが確認された。 

・ IT 機器等の認証制度等における海外を含めた最新の動向を踏まえつつ検討を行うこと

が確認された。 

（２）実証試験の内容に関して 

・ 申請者の負担の削減の観点から、過去の試験結果を活用できるような仕組みが望まれる

との意見があった。 
・ サーバの多様な用途や、それに伴う負荷特性を考慮した実証試験方法が望まれるとの意

見があった。 
・ 実証試験で使用するツールのコンセプト、及びそれを承認する基本理念を明確化する必

要があるとの意見があった。 
（３）実証試験結果の表示方法に関して 

・ 実証結果に関して、実証対象製品がどのような視点で優れているのかをユーザーが判断

できるような情報が必要であるとの意見があった。 
・ 複数企業が参加し、ラベルを活用しようとする仕組みが重要であるとの意見があった。 

２．平成２１年度に行ったヒアリング結果 

平成２１年度ワーキンググループ会合の開催にあたり、ベンダーの代表として、社団法

人電子情報技術産業協会（JEITA）の委員を中心にヒアリング調査を行った。その結果を

以下に示す。 

（１）検討の方向性に関して 

・ 積極的な企業の参加を促すには、実証するメリットと負担のバランスを適切にする必要

があるとの意見があった。 
・ 既存のデータがあるにもかかわらず再試験を行う仕組みとなる場合は、二重投資となる

ため企業の負担が大きいとの意見があった。 
（２）実証試験の内容に関して 

・ 実証は既存の枠組みのまま（必須試験、任意試験の２層構造）で、必須試験に省エネ

法に定められたエネルギー消費効率を評価指標として用いるのが望ましいとの意見が

あった。その上で、既存のデータを積極的に活用し、申請者の負担を減らすことで、

多くの企業の参加が期待できるとの意見があった。 
・  任意試験に使用するツールとして、Spec Power を推薦するとの意見があった。また、  

1 企業につき 1 製品のみ、任意試験を義務付ける仕組みであれば、比較的多くの企業の

参加が期待できるとの意見があった。 


